１　経　緯

（１） 介護保険制度開始前（措置時代）の状況

平成１２年度までの特別養護老人ホーム（以下、「特養」　という。）　への入所は老人福祉法に基づく措置の一つであり、措置の実施機関である福祉事務所が決定すものであった。

行政が特養への入所措置を行うに当たっては、まず、老人福祉指導主事及び現業員などの行政職員が対象者の状況を調査し、その調査結果と医師の意見書等に基づき、入所判定委員会において、特養入所措置の必要性についての判断を行っていた。

　　　区市町村等は、入所判定委員会の判定の結果　「適」　となった者について、その意向も

　　踏まえつつ適当な施設に対して入所受入を依頼し、入所可能となった場合に措置委託の

　　決定を行うのであるが、一般的に、入所対象者に対して受け入できる数が相対的に少なく、結果として多数の「入所待機者」を抱えていた。

このような都内の特養「入所待機者数」は平成１１年３月末時点で１４，８６６人、

平成１２年３月末時点では９,６６４人であった。なお、１２年度末時点での待機者数

が大幅に減少しているのは、介護保険制度の実施により特養入所が施設への直接申込み

に切り替わることとなったためである。

多数の「入所待機者」を抱えた区市町村は、地域内に自ら特養を設置し、あるいは民

間施設への助成を行うなど、その対応に努めていた。

また、区市等は、ホームヘルプサービスなどの公的在宅福祉サービスの実施機関で

あり、在宅介護支援センターにおける相談やサービス調整等事業の委託元でもあったた

め、入所待機期間中においても対象者の状況を十分把握し、在宅サービス等による支援

に努める責務があり、またそれができる立場にもあった。

（２）　介護保険制度開始後の状況

介護保険制度に実施により施設への入所が「措置」から「契約」に変わったことによ

り、要介護認定による要介護度が１以上の者であれば、直接自由に希望する特養（＝「指

定介護老人福祉施設」）への入所申込みを行うことができるようになった。

一方施設では、特養入所について要介護度を理由にサービスの提供を拒否するこ

とを禁ずる旨、運営基準の解釈通知（平成１２年３月１７日付厚生省老人保健福祉局企

画課長通知　老企第４３号）に明記されていたこともあって、申込み順で入所者を決定す

るという取扱が一般的に行われてきた。

 指定介護老人福祉施設については、全国的に都市部を中心として入所申込者数が増加

しているとの指摘があるが、介護保険制度移行後の平成１３年度に東京都が行った調査

結果では、特養入所申込者の状況として次のことが明らかになっている。

1 一人の高齢者が複数の施設（平均２.６箇所）に申し込んでいる。

2 客観的に、要介護度が低く、家族等に健康などの支障がないなど在宅生活の継続が

可能と見られる人がいる。

3 主体的に、本人の意思として「ぜひ、今の家で生活がしたい」「可能な限り今の家で

生活したい」「いつかは特養ホームに入所したい」という人がいる。

現状においては、措置の時代よりも申し込みから入所までの期間が長期化しているこ

と、療養型の病院や老人保健施設がそのつなぎとして利用され､「特養化」を招い

ていることが言われている。

こうした状況が発生した原因としては、要介護高齢者の増加による需要の増大と大都

市部における供給とのアンマッチング、在宅介護と入所施設サービスでの負担の差、在

宅継続に対する不安があるとともに､直ちには入所の必要性の無い高齢者も多数申込んで

いるということもあげられる。

介護保険制度下での自由な申込みと申込順による入所者決定により、入所の必要性が

高い人よりも必ずしも直ちに入所を必要としない人が先に入所するといったことが生

じている。このことが、いわばとりあえずの「予約的申し込み」を更に助長し、必要な

人の入所まで長期化させるといった悪循環をもたらしている。

（３）　厚生労働省令の改正
こうした状況にあって、平成１４年８月７日、国の「指定介護老人福祉施設の人員、

設備及び運営に関する基準」（以下、「運営基準」という。）が一部改正され、「(略)・・

介護の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、指定介護老人福祉施設サービスを受ける

必要性が高いと認められる入所申込者を優先的に入所させるよう努めなければならな

い。」旨が追加された。

また、「(略)・・入所（入院）が透明かつ公平に行われるようにすべきであり、特に入

所希望者が多い指定介護老人福祉施設については、具体的な指針の作成・公表など所要

の方策に関するガイドラインを示すべきである｡」といった社会保障審議会答申での付

帯決議に基づき、地方自治法第２４５条の４第１項の規定に基づく技術的助言として国

通知「指定介護老人福祉施設の入所に関する指針について」が発出された。（平成１４

年８月７日付厚生労働省老健局計画課長通知）

その国通知では、「指針の作成・公表に関する留意事項」（以下、「指針留意事項」とい

う。）として、以下のことが示されている。

1 指針の円滑な運用を図る観点から、関係自治体と関係団体が協議し、共同で作成す

ることが適当である。

2 指針には透明かつ公平な運用を図る観点から、「申込者の入所の必要性の高さを判

断する基準」や「基準を当てはめて入所を決定する際の手続き」等を盛込むこと。

3 施設に、入所に関する検討のための委員会を設け、入所の決定は､その合議体による

ものとし、その都度、内容を記録し、２年間保存すること。

4 指針は公表するとともに、施設は、入所希望者に対してその内容を説明するものと

すること。

5 指針の作成について、区市町村・関係団体に独自の取組がある場合には、これを

尊重する必要があること。　

　　

２　「特養優先入所」に関する東京都ガイドラインの策定

	本章については委員会において、「東京都ガイドライン」と「地域の指針」及び

「各施設の基準と手続き」の関係について、解りやすく整理するよう指摘があ

ったが、まだそのことについて反映していない。
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	（１）　都内における「ガイドライン」の必要性

国の省令改正や通知を受け、「入所希望者の状況を十分把握し必要性の高い人が優先的に入所できるしくみ」

を構築するため、全国的にも各自治体での指針作成が進んでいる。

都内においても、それぞれの地域で特養ホーム経営者と区市町村が協力して特養入所に関する指針を作成す

ることが望まれるものである。しかしながら、都内の各特養における入所申込者は非常に多数であり、かつ

それぞれの区市町村を越えた広域に及んでいるといった実態がある。

このような都内における特養の広域利用等の状況を鑑みると､優先入所の仕組みを施設単位又は区市町村単位

で全く別々に運用した場合､一人の申込者が申込んだ施設によって全く別々の指標で判断されたり､手続きを求

められたりすることとなり、利用希望者にとっての不都合や混乱を招く危険性がある。

　さらに､介護を必要とする高齢者やその家族等の不安を解消するためには､要介護高齢者を支える地域のサー

ビスネットワークの一環として優先入所の仕組みが構築されなければならない。

　　　このことから、優先入所の仕組みを構築するための基本的な考え方と方向性を東京都全体の状況を踏まえて示

すとともに､都内における特養の申し込みから入所に至るまでの手続きや優先入所の判断基準についてのガイド

ライン（仮称「指定介護老人福祉施設の入所に関する東京都ガイドライン」）を事業者及び各自治体の合意を得

て策定した。

（2） 　東京都ガイドライン位置づけ

　「介護の必要の程度及び家族等の状況を勘案し､指定介護福祉施設サービスを受ける必要性が高いと認められる

入所申込者を優先的に入所させる」ためには､各施設は優先的な入所を判断する基準やその際の手続きについて定

める必要があり、また、優先入所のしくみを運用するに当たっては､施設だけでなく、関係自治体や他のサービス

事業者との連携協力が不可欠である。

このことから東京都ガイドラインの位置づけは､次の通りとすることが適当である。

　①東京都ガイドラインは、各特養が優先的入所について判断する基準はその際の手続きについて定める場合の基

本原則とすること。

　②特養と自治体との協議に基づき、各区市町村単位で優先入所に関する判断基準やその際の手続きに関する指針

を定める場合は、東京都ガイドラインを十分踏まえて策定することが適当である。

　　　　なお、既に独自の取組みを行っている自治体については、その取り組みを尊重し、変更を強制するものではな

　　　いこと。

　③東京都ガイドラインは、在宅介護支援センター及び居宅介護支援事業者等のサービス提供者が特養入所を希望

するものに対する支援を行う場合においても、十分配慮されるべきものとすること。

　④東京都ガイドラインは都内の各施設及び関係者が共通的に対応すべき事柄を示すものであり、それ以外の部分

については、それぞれの施設や地域の状況を勘案し各施設や区市町村において独自に定めるものとすること。

これらのことが実効性を持つものとするためには､ガイドラインが、施設団体及び各区市町村の合意事項として

共通的コンセンサスを得て定められる必要がある。


３　ガイドラインの基本的な考え方

　東京都ガイドラインの全体的・基本的考え方は、介護保険制度並びに国の「運営基準」と

それに関する通知及び「指針留意事項」に基づくとともに、東京都独自の状況も鑑みて、以

下のとおりとすべきである。

（1） 　介護保険制度の趣旨に則ったものであること

介護保険制度のもとでは、サービス利用の申込とその受入は、本人と事業者間で行

われるものである｡従って､指定介護老人福祉施設サービスを受ける必要性が高いと認

められる申込者を優先する入所の仕組みは、利用者と施設の相互関係を基本とすべきも

のである。

よって入所申込者の優先的な入所を決定する手順は、介護の必要の程度や家族等の状

況などを勘案しつつ、施設が申込者の合意を得ながら行っていくものであり、ガイドラ

インは介護保険制度の基本的なしくみに変更を加えるものではない。

（2） 　透明性及び公平性を最大限に図ること

必要性の高いものについて優先的に入所決定する場合でも、要介護を理由に特養ホー

ムの入所サービス提供を拒否することが認められたわけではない。それ故に、特養入所

についての透明性及び公平性を最大限に図り、要介護高齢者やその家族の理解を求める

ことが非常に重要なこととなる。

　　　そのためには、以下の２点が確保されていることが必要である。

1 入所の優先を判定する指標について、常に明確にすること。

入所の優先度を判定する指標について、常に明確にするとともに、判定の基準やそ

の結果について、決定過程や決定後の運用を通じて申込者の理解が得られるよう説明

することが、透明性と信頼性を高めることに大きく寄与することになる。

2 客観性が保たれた指標及び基準とすること

優先度を判定する指標と基準は、誰が判定しても基本的には同じ結果となるよう、

できるだけ客観性が保たれたものとすることが、入所の公平性を高めることに寄与す

る。　

(3) 　特養ホームを利用したいという申し込みそのものを排除するものではないこと

改正後の省令等は、特養ホームへの申込み自身を減少させることを目的としたもので

はない。ガイドラインは、入所申込者の意向を踏まえつつ、特養入所だけでなく関連す

る広い意味での支援のしくみのなかで、申込者の生活の質（ＱＯＬ）の観点から望まし

いケアや支援を展開していくことを趣旨とすべきである。

(4) 　以上の３点を基本とし、さらに利用申込者及び施設等の事務的負担が過大なも

のとならないよう、また既に行われている区市町村独自の取組みとできる限り齟齬が

生じないよう、配慮して定めるものとする。

４　入所の申し込み時における手続きと情報把握

（1） 　入所申込者に対する説明

指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、施設入所の相談又は申し込み

を受けた場合、当該施設における「入所申し込みから入所決定までの手続き」及

び「申込者の入所の必要性の高さを判断する基準」その他必要な事項について十分に

説明し、申込者の理解を得ることが必要である。

そのため各施設は、あらかじめ入所希望者への説明書を用意して各自治体や在

宅介護支援センター等の協力も得て情報提供し、さらにはインターネットなどを

活用して公表しておくことが望ましい。

（２）　関係自治体との協議

申込者に対する適切な説明を行うため､あらかじめ各施設は､優先入所に関する取り

扱いについて関係する自治体と協議し、定めておくことが必要である。

また各自治体は､地域住民が特養入所の申込を行う場合の手続き等についての情報を　

把握するとともに､住民や関係機関への周知に努める必要がある｡地域外施設への入所

申し込みが多数ある自治体においては、関係施設と十分調整し、住民からの申込に

対応できるようにしておくべきである。

（３）　申込及び情報提供の方法

入所の申込と申込者本人に関する情報の提供は、本人や家族等が直接施設に行う

ことが原則である｡しかしながら､申込者の負担の軽減と入所待ち期間における在宅介護支援と、そのための連携が必要であるとの観点から、介護支援専門員・居宅介護支援

事業者及び在宅介護支援センター（以下、「在宅介護支援センター等」という。）が本

人または家族等の委任を得てその代行を行うことが望ましい。

将来に向けてこの方法を拡大していくためにも、ガイドラインでは、在宅介護支援セ

ンター等は入所申込者及び申込先の施設に対してできる限りの協力を行わなくてはなら　　　　ないものとすべきである。また､委任を受けた在宅介護支援センター等は、申込者とそ

の家族等の状況を十分把握し､施設の情報把握に必要な書類の調整やケアプランの作成

・見直しを行うよう努めるべきである。

（４）　入所申し込みの書類調整

各施設は、施設入所の申し込みを受けた場合、在宅介護支援センター等の協力

も得て、入所申込書及び申込者に関する情報把握のために必要な調査票付属書

類を、申込者又はその家族等から徴する必要がある。

申込時における情報把握に必要な調査票等は、「入所の必要性の高さ」を区分す

るために必要な基礎的資料となりうるものとし､かつ申込者本人又はその家族等が簡便

に記入できるものとするべきである。

申込者の立場にたってみると、「申込書及びその付属書類」は各施設共通のもので

あることが望ましい。そのため、施設団体あるいは地域において共通様式を定められる

よう、ガイドライン案に合わせて別紙のモデルを示すこととする。

　　　　なお、都内施設又は各地域で共通の「申込書及びその付属書類」を定めた場合は、入

所希望者への説明書と同様、在宅介護支援センター等に配布しておくとともに、イ

　　　ンターネットなどを活用して公表しておくことが望ましい。

（５）入所申込者名簿の作成

施設への申込は、基本的にどこの施設であろうと自由に行うことができる。

しかしながら、実際の入所枠や入所までの手順については申込者の居住地域によ

り異なる場合が多い。そのため各施設は、入所申込者の保険者となっている自治体

を考慮した区分を設け､その区分毎に入所申込者名簿を作成し申込者の整理を行うことが必要となる。

５　優先度の判定及び入所の決定

（１）　入所の優先度を判定する指標

　　　

　　　ア 基本的な考え方

入所の優先度を判定するための指標として何を採用することが適当なのかは重要な問

題であるため､まず､全体共通的に留意すべきこととその基本的な考え方を整理し、提示

する。

　　　　①　客観的なものであること

何よりも指標に求められるものは公平性の観点であり、できる限り誰が判定しても基

本的に同じ結果が出るようにしなければならない。また、優先度の判定結果について

申込者の理解が得られるように説明する必要があるが､その場合､判定上で考慮され

た申込者の状況と判定の結果との関連が分かりやすいものでなくてはならない。

　　　　　　　そのためには、できるだけ客観性のあるものを指標とする必要がある。

　

②　二重な評価とならない組み合わせであること

要介護度の高い人はＡＤＬが低い場合が多く、要介護度とＡＤＬのように相関性の

強い指標を同時に組み合わせて使用すると、介護の必要性に関して過大評価となる危　険性が高い。このような二重評価とならないよう、指標はできる限り相互に強い相

関性をもたない独立性が高いものを採用する必要がある。

　

イ　基礎的な判定指標

上記の考え方に基づき､優先度を判定するための基本的要素と最低限必要な基礎的指

標について示すと以下のとおりである。

○基本的要素１　介護の必要の程度

　指標１－①　要介護度

　指標１－②　痴呆等に伴う問題行動の有無※

　　※指標１－②は要介護度では反映しない常時見守りの必要性を表す客観的指標

　　　であり、指標１－①を補完するものである。

○基本的要素２　介護提供の環境や困難度

　指標２－①　介護者の有無とその状況（健康状態、就労の有無）

　　　　  指標２－②　介護を手伝う者の有無

　　　　  指標２－③　住宅の状況（住居の継続可能性、住宅の介護適合性）

　

　ウ　その他特に配慮すべきこと

①　本人及び介護者等の意思（主観的要素）

すぐに特養に入所したいか、できる限り在宅で生活したいかという本人や家族の意

思と、客観的な状況とは必ずしも一致しないため、主観的要素は、入所の必要性を判定するための客観的指標としては、公平性に欠ける。

しかし実際の入所に結びつくか否かは、最終的には本人や介護者の意思によるのであり、それを把握することは入所決定の判断を行う上で重要なことである。

②　基礎的な判定指標を補完する指標の設定

ＡＤＬやＩＡＤＬの状況などは、共通的な判断指標である要介護度と同時に使用す

ると二重評価となるが、要介護度での判定を補完するために活用することは有効であ

る。具体的には、同一の要介護度であり、かつ介護提供の環境や困難度も同程度のグループ内で、さらに細かく優先度を付す場合などである。

③　ケアプランの有無や在宅支援サービスの活用状況

在宅サービスの利用状況が特養入所の必要性を判断するための共通的指標となりうるのか､という点では疑問もある｡それぞれの地域や施設でこれを採用する場合には、

一律に利用料の多寡によって判定するのではなく、以下の周辺状況を勘案することが適当である。

○　ケアプランは作成されているか

○　本人の居住場所　（在宅・病院・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・有料老人ホーム・ケアハウス等）

○　地域における在宅サービスの基盤整備状況

○　在宅サービスの利用可能性（サービス利用に適さない住宅・経済力）

（２）　優先度評価の手順及び実施方法

ア 絶対評価と相対評価

　　  優先度評価の方法としては、全対象者についての相対評価を行う方法と各対象者を一

定の評価基準に基づき絶対評価した上でランク付けあるいは順位付けする方法とがあ

る。

相対評価の場合は、実施時期毎に全ての対象者の状況等を比較検討しなければならず、対象者が多数いる場合、評価者の負担が非常に大きくなる。一方、絶対評価の場合は、

新規の対象者や状況変化のあった対象者だけについて評価を行えばよい。そのため、入

所申込者が多数いる施設における評価は、評価基準を明らかにした上での絶対評価が適当である。

さらに、絶対評価の方法として、ポイントによる細かな点数を付けて順位付けを行う

方法と数段階の優先度区分を設けグルーピングする方法とがある。特養入所対象者の状

況は常に変化が予想されることから、必要度を細かな点数によって厳密に順位付けする

よりも、グルーピングの手法を用いることが現実的である。

イ 評価の実施

都内の各施設は多数の申込者をかかえており、全ての人が短期間で入所できる状況に

はない。また､入所申込者の中には、介護の必要性の程度や介護提供の環境、困難度等が客観的に低い場合も多く含まれている。
　　　　　

最初から全ての申込者について優先順位を細かく判定する場合、そのためのきめ細

かな情報把握や情報更新などが必要となり、申込者や施設等に多大な負担がかかること

になる。

この問題を解決するためには、申込時の調査票等による基本情報に基づき、第

一次的に、「優先度の高いグループ」「優先度の低いグループ」など、３分類程度に優先

度を区分けし、優先度が高い区分に分類された者について優先的な入所を決定するた

めの第二次評価を実施するという、二段階評価の方法が考えられる。

優先度評価を二段階で行うか、総合的に一段階で行うかは施設あるいは地域での判断

に委ねられるべきであるが、二段階評価で行う場合のモデル及び留意点を次に示す。

なお、厚生労働省通知に基づき、各区市町村単位で優先入所に関する判断基準やその際の手続きに関する指針を定め､当該区市町村の被保険者についての優先度評価を統一的に行う場合には､その結果を参考として､優先順位の決定を行うことが適当である。

　　

ウ　二段階評価を行う場合の手法のモデル

①　基礎的指標による第一次評価

第一次評価は、５（１）のアに示したような優先度判断の基本要素と基礎的指

標により、施設長の責任において実施する。但し､入所希望者又はその代理人が、区

市町村や在宅介護支援センター等の公的機関（以下「区市町村等」という。）を通し

て申込を行い、かつ、それらの機関に対して情報提供を行う場合には、区市町村等

が第一次評価を行うことができるものとする。

第一次評価を行うために必要な情報は、申込時の調査票とその後の変更申し出

情報により確認するものとする。

第一次評価により､申込者について､優先度の高い順に「Ａ（高）・Ｂ（中）・Ｃ（低）」

の３区分に分類する。（分類の方法については、別紙資料「第一次評価による優先度

分類の目安」を参照のこと。）

　

②　優先度「Ａ（高）」のグループについての第二次評価の実施

優先度「Ａ（高）」のグループについて、第一次評価に用いる基礎的指標及びこれ

を補完する指標、ケアプラン・在宅支援サービスの活用状況　本人等の意思などを総

合的に勘案し「Ａ－１」、「Ａ－２」といった３～５段階のランク付け､又は点数

による順位付けを行う。（指標等については５（１）のウ「その他特に配慮すべき

こと」を参照。）

なお、この二次評価は､後述の入所検討委員会等において審査され、決定され

るものとする。

　

（３）　再評価の実施と評価結果の整理

　　

ア　申込継続者の再判定とそのための情報把握

既に優先度評価を実施した申込者についても､その状況が変化し再評価が必要と認め

られる場合には、施設長は速やかに再評価を実施し、当該の変化が本人の優先度に影響

する場合は、直近の入所検討委員会等で検討対象としなければならない。

イ　状況変化の申し出の依頼

要介護高齢者の身体状況等には変化が起こりやすく、施設が申込者全ての状況変化に

ついて常時・継続的に把握することは困難である。そのため、施設長は入所申込者

等に対し､入所申込書及び調査票に記載された内容に変更が合った場合にはその

旨の申し出を行うよう、あらかじめ依頼しておく必要がある。このことについて

は､入所申込時に直接申込者等に説明を行っておくとともに､入所の申込書また

はその説明書にもその旨の記載をしておくことが望ましい。

ウ　名簿・資料の整理と更新

各施設は､優先度評価の結果を入所申込者名簿に記載するとともに、変更があ

った都度、整理・更新しておかなければならない。また、調査票等評価に使用し

た資料についても整理・保管しておかなくてはならない。

（４）入所の最終判定及び入所決定

実際に入所できる状況が生じた場合の最終的な入所決定は、優先度の高いランク

又は順位にある者の内、申込者の地域区分、男女構成やユニットケアなどの施

設運営との整合性、入所待ちの期間や本人の意向､その他緊急的に対応すべき

事柄などを勘案し､施設長が行うものとするべきである。

入所待ちの期間の長さを勘案することについては、優先度評価が同一のランク

にあるグループ内での入所決定に限れば､理解を得られるものと考えられる。

申込者の地域区分によって優先度に差を設ける場合は､あらかじめ関係自治体と調整

しておくとともに､申込者に対しても､施設と自治体との関係を十分説明しておくべき

である。
なお、部屋割りなど施設運用面から入所決定への影響がある場合や緊急入所の取扱い　　　　については、地域内での特養間の連携が十分取れていれば他施設での受入などに

よるフォローも可能である｡よって今回の東京都ガイドラインと地域における入所指針

の作成・運用を契機に､地域内や施設間での連携強化を促進することが必要である｡ま

たその場合に基幹型在宅介護支援センター等のバックアップ体制についても検討する必

要がある。
６　優先度の判定及び入所の決定

　国の「指針留意事項」では､「施設に､入所に関する検討のための委員会を設け、入

所の決定は、その合議によるものとすること」、「委員会は、施設長と生活相談員、介

護職員、看護職員、介護支援専門員などの関係職員で構成することとし、あわせて、

施設職員以外の者の参加を求めることが望ましいこと」としている。

　介護保険制度下においては、施設入所は利用者と施設長との契約に基づくものであ

り、入所受入の決定は施設長が行うものである。しかしながら、優先的な入所を決定

するための評価を適正に実施するためには、入所検討委員会等の合議機関において、

優先度を判定する基準や判定結果についての審査が行われることが必要である。

　また、優先入所の運用に際しては、施設入所の透明性や公平性を十分確保できるよ

う、各施設はもとより、地域における対応が重要となる。そのため、この入所検討委

員会等には、当該施設職員以外にも地域の福祉関係者等の参加を求める必要がある。
　さらに、施設の入退所は申込者の状況変化に対し適時的確に対応できるよう、あら

かじめ入所検討会の開催頻度について定めておくとともに、必要により地域内で

の入所検討委員会等の合同開催など効率的な運用を行い、早急に入所が必要な人への

対応が遅れないように留意する必要がある。

　入所検討委員会は、各施設に設置することが原則であるが、地域の区市町村におい

て各施設関係職員及び在宅介護支援センター等による入所検討委員会等が設けられて

いる場合には、それを活用することができるものとすべきである。

入所に関する検討は、基本的には優先度判定のための指標に基づき行われるべき

であるが、医療的なケアや機能回復訓練など高度専門的な対応が必要な場合には、介護老人

保健施設や介護療養型医療施設への入所のほうが望ましいのかどうかについても検討さ

れる必要がある。

７　優先度の判定及び入所の決定

（1） 　結果の説明

新しい特養入所システムが円滑に運営されるためには、入所の透明性や公正性を高め、

申込者の理解を得ることが重要である。このため申込を受付けた特養は、優先度の判定

　　結果や入所検討委員会での検討結果について、対象者への説明を丁寧に行う必要がある。

　　　またその際には、入所までの期間の介護に関して、専門家としての立場から助言・相

談を行うことが望ましい。

（2） 　在宅生活支援のためのフォロー

入所に至らない申込者に対し、施設は地域の在宅介護支援センター等と十分な連携を

とり、ケアプランの作成・見直しなど、その在宅生活を支援していくための必要な措置

　　が講じられるよう努めなければならない。特に、優先度が低いと判定された方に対して

　　は、介護保険サービスだけでなく、介護予防・生活支援事業等地域における様々なサー

　　ビスの活用方法も含めた助言・相談がなされるべきである。

　　　これらのことがスムーズに行われるためにも、在宅介護支援センター等を通じた入所

　　申込や情報提供の普及拡大を図っていく必要がある。

８　区市町村、在宅介護支援センター、居宅介護支援事業者の役割

（１）区市町村の役割

①　入所希望者支援のための体制整備

入所の申込は、本人と施設が直接行うことが基本であるが、都内では申込者の便宜

を考慮するなどの理由から自治体が窓口的な役割を果たしている場合がある。入所申込

に関する負担軽減と入所待ち期間における支援を進めるといった観点から言えば、地域

住民の特養入所申込に地域自治体が関与することは否定されるべきことではない。

例えば、地域外施設への入所申込が多数ある自治体においては、優先入所が円

滑に行われるよう関係施設との十分調整し、入所希望者の把握、申し込みや情報の

仲介などを行っていくことも必要である。

少なくとも、区市町村は、施設及び在宅介護支援センター、居宅介護支援事業者等と

連携し､優先入所システムが有効に機能し、かつ、入所申込者の生活の質（ＱＯＬ）が

高められるよう､体制整備に努めるべきである。

2 地域における指針の策定と公表

区市町村は､地域の施設や福祉関係者と調整し､指針の策定など､優先入所シ

ステムが円滑に運用できるように図る必要がある｡区部やその周辺においては、

地域住民が特養入所を申込む場合に､地元地域の施設だけではなく西多摩地区な

どの施設への申込をすることが多いことから､当該地域以外の特養への入所申込者

への対応についても､十分配慮すべきである。

地域における指針を定めた場合は､その内容を地域の住民や関係者に公表する

ことは当然であるが､入所の申込は基本的に自由であるため､当該地域以外にも

出来るだけ広く公開しておく必要がある。

(2) 在宅介護支援センター､居宅介護支援事業者等の役割

在宅介護支援センター､及び居宅介護支援事業者等のサービス提供者は、関係機関や施

設と連携し、特養入所を希望する者についての情報把握､入所申込などの相談・代行、

必要な書類の調整､ケアプランの作成及び各種サービスの調整を行うなど､優先入所シ

ステムの趣旨が十分活かされるよう努めるべきである。

特に､困難ケースについては､地域ケア会議などを活用し､関係者の連携協力

により対応していく必要がある。

９　入所希望者に対するフォローとネットワークのしくみづくり

(1) 　基本的な考え方

特養入所希望者は､在宅で家族の支援や介護保険サービスを利用していながら生活し

　ている場合と老人保健施設等において一時的に施設生活を送っている場合とがある。

東京都ガイドラインは､入所申込者に対して､生活の質（ＱＯＬ）の観点から、どの

ようなケアや支援が一番望ましいかを基本として､その中で特養入所のしくみや関連

する広い意味での支援のしくみに展開していくことを趣旨とすべきである。

この趣旨に基づいて徳用の優先入所システムを運用していくためには､特養施設だけ

ではなく､区市町村や在宅介護支援センター及び居宅介護支援事業者等のサービス提供者

が相互に連携して､特養入所希望者に対する支援を行っていけるような体制整備が求め

られる。

具体的課題の一つとして､在宅での介護（サービス利用）と特養での介護（サービス

利用）との間が途切れ、特養入所を申し込まざるを得ないような状況変化があってもケ

アプランが見直されていなかったり､利用者の情報を把握しているはずの居宅介護支援専門員が入所の申込を知らなかったりすることがある。

利用者の情報を把握している居宅介護支援事業者等と特養とが連携すれば入所申込時の情報把握は効率化する。また在宅サービスと施設サービスに一貫性があれば、介護の

質は向上するはずである。

1 申込みや本人の情報提供を支援するネットワーク

入所の申込みは､本人と施設が直接行うことが基本であるが､申込者の便宜を考慮す

ると､区市町村又は在宅介護支援センター及び居宅介護支援事業者が窓口的な役割を果

たすことが望ましいと考えられる。

また、申込者本人の在宅生活等を支援するため、相談やサービス調整などの支援を行

う在宅介護支援センターやケアプランを作成する居宅介護支援専門員が本人との関わりをも

ってその状況を十分把握し､その情報を申し込み施設に提供できるしくみも必要である。

そのため、利用者本人の了解を前提として､特養への申込や情報提供を支援す

るネットワークを､区市町村や基幹型の在宅介護支援センターが中心となって構築して

いくことが求められる。

2 優先入所の透明性・公平性を確保するためのしくみづくり

優先入所の基準や策定や既に申込を行っている人への状況把握などの対応は､かなり

の作業になる｡そのため地域でこれらの対応について協議し作業を円滑に行うための

委員会等組織がある方が望ましい。

さらに、各特養における入所の公平性や透明性をチェックするしくみにていても検討

すべきである。

3 同一申込者に対する複数施設間での連携体制確保

都内の入所申込者が多くなっている原因の一つは､複数施設への申込者が入所した場

合に､入所した施設以外の施設への申し込みについて消し込みを行っていないことにあ

る。

このような課題に対しては､特養入所の関係者が連携したり､情報を共有化すること、

またこれを基幹型在宅介護支援センターが支援することが必要であり､このことにより

入所申込者に対する在宅介護の質が向上するだけでなく、地域における連携も大いに

寄与する。

4 ネットワークシステム構築等に関する都の支援

上記のような連携のしくみづくりは､特養希望者又はその予備軍が、安心して

地域の介護サービス等を受けながら暮らしていけることにもつながっていく。そ

のイメージを別紙「特養希望者あんしん介護システム（仮称）」として提示する。

指定介護老人福祉施設等の優先的入所を契機に、地域におけるこのようなネッ

トワーク作りが進むよう､都としても支援していくことが必要である｡

【別紙資料１】特別養護老人ホーム入所申込書（判断指標兼モデル書式）

[image: image2.bmp]東京都内の特別養護老人ホームへの入所を申込まれた全ての方に､申込書をご記入頂いています。

ご協力をお願いします。なお都内の全ての特別養護老人ホームでは､この申込書の内容を元に、

[image: image3.bmp]入所して頂く優先度を決めております。同時に現在お住まいでの介護や生活がよりよいものと

なりますよう、お知らせやケアマネージャー（居宅介護支援事業者）のご紹介などをしております。

なお､ご回答の際には介護保険証(写しで結構です)をお持ちください。

お名前・ご住所を記入のうえ､該当する個所に○をつけてください。

記入者ご氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記入者連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　（　　　）　　　　　　　　　　　
	お名前・ご住所
	

	要介護度
	１　　２　　３　　４　　５

	同居の方

について
	ひとり暮らし　　ご夫婦のみ（相手の方のご年齢　　歳）

ご夫婦以外に同居者がいる

	主に介護して

いる方につい

て
	介護する方は　　　　　いる　　　いない

主に介護する方は　　健康　　病弱　　病気で治療中　障害がある

主に介護する方は　　働いている　　働いていない

	介護を手伝う

方について
	介護を手伝う方は　　いる　　　いない

手伝う方がいる場合その方は　　親族　　近所の方　　その他の方

	お住まいにつ

いて
	今のお住まいは　　　自宅　　　自宅以外

自宅以外にお住まいの方は､戻る自宅が　　ある　　ない

立ち退きを求められている　　家屋の老朽化が著しい

	介護する上で

の住宅の問題

について
	エレベータのない集合住宅の２階以上に住んでいる

自分の部屋がない　　自分の部屋とは別の階にトイレや風呂がある

（その他具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	その他で該当

するものがあ

れば○
	徘徊　　暴力行為　　不潔行為　　異食　　大声や奇声

その他の行為（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

医療器具を使っている（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　）

病気がある（具体的な病名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


現在受けておられる介護や治療のようすについて

	ご自宅以外で

の介護や治療
	現在おられるのは、　病院　老人保健施設　介護療養型医療施設

養護老人ホーム　　 経費老人ホーム　　ケアハウス

有料老人ホーム　 　グループホーム　　その他（　　　　　　　　）

	ケアプランな

どについて
	ケアプランは、　　作っている　　作っていない

相談できるケアマネージャーは、　　いる　　いない

ケアマネージャーの氏名　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　

連絡先（会社名）　　　　　　　　　　　　 　　　電話　　　（　　　）　　　

	在宅サービス

について
	在宅サービスは、　　使っている　　使っていない

今後の利用は、　今のままでよい　　もっと増やしたい

　　　　　　　　　　　サービスや使い方を改善したい

　　　　　　　　　　　具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


私は、入所に関する方法や手続きについて、説明を受けました。また、この申込を書にある内容を

保険者・在宅介護支援センター・指定するケアマネージャーへ提供することに同意します。

　　　　年　　月　　　日　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
【別紙資料２】二段階評価を行う場合の手法のモデル（おおまかな流れ）




【別紙資料３】第一次評価による優先度分類の目安

考え方　①　「本人の身体状況」と「家族の状況」は５段階で評価・・・同水準で評価

　　　　②　「住宅の状況」は３段階で評価・・・「本人の身体状況」や「家族の状況」よりワンランク低く設定
	類　　型
	大項目
	具体的な項目
	優先指標

	本人の身体状況
	要介護度

※痴呆等に伴う問題行動の有無で要介護度を補完（更に加算）
	要介護５
	５

	
	
	要介護４
	４

	
	
	要介護３
	３

	
	
	要介護２
	２

	
	
	要介護１
	１

	

	介護者の状況
	1 介護者の有無

2 介護者の健康状態

3 介護を手伝う者の有無

4 介護者の就労の有無
	介護者がない
	５

	
	5 
	介護者がいる
	病気や障害がある
	４

	
	6 
	
	病弱
	２

	
	7 
	
	
	手伝う人がいない
	１

	
	8 
	
	
	
	就労している
	１

	
	9 
	
	
	
	
	問題なし
	１

	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　具体的な組合せ

	
	介護者がいない
	５

	
	介護者が病気や障害を抱えている
	４

	
	介護者が病弱で､介護を手伝う人がいない
	３

	
	介護者が就労しており、手伝う人がいない
	２

	
	介護者は健康で､手伝う人もおり､就労もしていない
	１

	

	住宅の状況
	1 住宅居住の継続性

2 住宅の介護適応性
	住宅がない・立ち退きを求められている
	３

	
	
	住宅が介護上、問題がある
	２

	
	
	住宅に介護上の問題はない
	１


	Ａランクの構成

（合計で９点以上）
	介護者
	【入所希望者における割合】

○1年以内の入所希望者

　20％　（推計5,100人）

○それ以外の入所希望者

　15％　（推計3,800人）

○合計

　35％　（推計8,900人）



	
	介護なし
	病気・障害
	病弱・手伝いなし
	就労・手伝いなし
	問題なし
	

	住宅


	住宅なし
	要介護１以上
	要介護２以上
	要介護３以上
	要介護４以上
	要介護５のみ
	

	
	問題あり
	要介護２以上
	要介護３以上
	要介護４以上
	要介護５のみ
	
	

	
	問題なし
	要介護３以上
	要介護４以上
	要介護５のみ
	
	
	

	
	

	Ｂランクの構成

（合計で８～７点）
	介護者
	【入所希望者における割合】

○1年以内の入所希望者

　14％　（推計3,600人）

○それ以外の入所希望者

　18％　（推計4,600人）

○合計

32％　（推計8,200人）

	
	介護なし
	病気・障害
	病弱・手伝いなし
	就労・手伝いなし
	問題なし
	

	住宅


	住宅なし
	
	要介護１以上
	要介護１以上
	要介護２以上
	要介護３以上
	

	
	問題あり
	要介護１以上
	要介護１以上
	要介護２以上
	要介護３以上
	要介護４以上
	

	
	問題なし
	要介護１以上
	要介護２以上
	要介護３以上
	要介護４以上
	要介護５のみ
	


【別紙資料４】特養希望者あんしん介護システム（仮称）




















社会的なしくみであることを説明し理解を得る。





帯の中は申込み順とする





区市町村





サポート委員会


入所希望者への適切なサービスが提供できるよう総合的に支援・調整、入所指針の策定





入所待ちの不安解消





介護予防





特養希望者状況の情報提供


活動





緊急ショートステイ





見守り


活動





在宅


サービス











実態把握


ｹｱﾌﾟﾗﾝ・


介護予防


ﾌﾟﾗﾝ





入所申込み


相談





在宅生活の継続の支援





ケアプラン評価ケアカンファレンスの充実





在宅介護支援センター





助言・連携





申し込み・状況報告





ケアマネージャー


入所希望者が、


介護施設入所者の場合は、施設のケアマネが状況把握を行う。


在宅高齢者の場合は、在宅のケアマネが状況把握を行う。


在宅サービス未利用者は、在宅介護センターのケアマネが状況把握を行う。





在宅サービス未利用者





在宅サービス利用者





介護施設


入所者





特養


入所希望者





連携





連携





検討


委員会





検討


委員会

















特養


Ｃ

















特養


Ｂ

















特養


Ａ





検討


委員会





特養希望者あんしん介護システム（仮称）





最終的な決定・入所





再評価・新規評価





Ａ－１


Ａ－２


Ａ－３





再評価。新規評価された分は元からグループの後ろに並ぶ





Ａ－３





Ａ－３





Ａ－２





Ａ－２





Ａ－１





Ａ－１





Ａ－１


Ａ－２


Ａ－３





望ましい





本人等の意思、補完する指標、ケアプラン・在宅支援サービスの活用状況等





優先度の位置付け





・・・新規対象者、状況変化のある者のみ対応





・・・実施時期毎に全ての対象者に対応





絶対評価





相対評価





Ａ（高）





優先度評価（第二段階評価）





入　所　検　討　委　員　会　で　実　施





フォロー（居宅介護支援専門員と連携、助言・相談）





結果の周知





名簿の調整





Ａ（高）　　　Ｂ（中）　　　Ｃ（低）





優先度評価（第一段階評価）【大区分】





入所申込者名簿の作成





【原則】本人・家族





「基本的な情報」


要介護度等





様式


（１枚程度）





申込み





施　設　長　の　責　任　で　実　施





ケアマネへの連携や入所までのフォローを説明。





保険者やケアマネージャとの連携のため。





その他の必要な基礎情報（判断指標ではない）はそれぞれで設定。





世帯の状況





主たる介護者の状況





介護を手伝う人の状況





住居の有無や立ち退き、著しい老朽化など、継続居住の可能性について





住居の状況


客観的に状況が把握できる事項に限定することが望ましい。問題となる事項のセ低は、それぞれに設定して差し支えない





必要なケアの内容


これに該当する場合は、医療機関などやグループホームの利用がより適切かどうかを判断する





以下の欄は、優先度を判断する指標ではなく、入所までの期間、在宅等で生活するためのフォローを検討したり、ケアマネージャー等と連絡・連携するために用いる





ケアマネージャとのかかわりを確認し、関わりがない場合や不十分（不備）な場合は相談や紹介（照会）を行う。





在宅サービスの利用所状況や今後の意向を確認し､入所までの在宅介護がより適切になるよう､ケアマネージャー等へ引き継ぐ。





「機能訓練をしたい」や「介護の方法を知りたい」など、様々な要望が予想される。ケアマネージャーや在介センターに連絡しサービス調整を行う。





説明を受けたことの確認と、情報の連携について同意を得る








